第５章　調査結果から～今後の施策の方向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本調査は、第１章で記述したとおり、①若年者の固定的性別役割分担意識が強まっている要因と②女性の継続就労が困難となっている要因を検討するにあたっての参考資料とすることを主な目的として実施したものである。
これまで本調査の全体を整理することにより、高校生の意識の現状を把握するとともに、それがどのような要因により影響を受けているのかを検討するためのクロス集計を行った結果、さまざまな課題も見えてきた。
そこで、これらの結果を受けて本章では、高校生の男女共同参画意識の醸成や、本県の男女共同参画の推進における課題の一つである女性の継続就労の促進という観点から、本調査の結果から浮き彫りとなった内容を確認するとともに、本県の今後の施策の方向性を検討する。

１　前章までの結果から確認された内容
　(1) 高校生の意識の現状
　　ア　男女共同参画に関する意識

《性差に対する意識は根強い》

性別にかかわりなく、個性や能力を発揮することの必要性については、小学校のころから意識啓発を行ってきているものの、本調査において、男女共同参画に関する意識のうち、｢女らしい振る舞い、男らしい振る舞いをしたほうがよい｣という性差に対する意識は、男女ともに依然として根強く残っていることがわかった。

《固定的な役割分担意識は弱くなったものの、理想と現実にずれ》

一方、第２章でみたとおり、「夫は仕事、妻は家庭」という固定的な役割分担意識については、男女とも否定的に考える人が肯定的に考える人に比べて２倍以上多くなっており、また、性別に関わりなく「家事・育児は男女共同で行うべき」という意識は８割が肯定的である状況を踏まえると、男子の方が固定的な役割分担意識が残っているものの、高校生において家事・育児の共同参加意識は一定程度根付いてきたものと考えられる。
しかしながら、家庭を持った場合の家事の担い手は「妻」と考えている人が全体の６割を占めており、家庭の中での役割分担について、理想と現実にずれが生じていることがわかる。さらに、こうした傾向は女子の方が強くあらわれているのが特徴的である。
《母親の育児役割意識は強く、現実には家事・育児は女性が中心という意識》

また、調査により「子どもが３歳ぐらいまでは母親が育児に専念すべき」という母親の育児役割に対する意識が強いこともわかった。特に、男女を比較すると、女子の方がそうした意識をより強く持っており、夫も家事・育児に参加すべきと考えていながらも、乳幼児期の育児は母親が中心だという両方の意識が併存していることがわかる。こうした母親の役割に対する意識は、子どもができても働き続けたいと考えている女子でも比較的割合が高くなっており、仮にそうした意識を持ち続けた場合には、現実問題として、働き続けたいという意識と、子育ては自分の手で行いたいという意識から、「仕事か子育てか」という選択を迫られる状況となると考えられる。
このように、理想の家庭像としては「男女共同」が望ましいと考えていながらも、現実には、家事、特に育児は女性が中心と考えている状況がうかがわれる。
なお、「子どもが３歳ぐらいまでは母親が育児に専念すべき」という意見については、いわゆる「三歳児神話
」という表現で、肯定的な意見と否定的な意見が表れているが、現在言われているこの「三歳児神話」が明確な論拠によるものかどうかについては、今後更なる研究が待たれるところであり、女性が働き方の選択をするに当たって参考となるような様々な研究結果の情報提供が期待される。

イ　女性の就業に関する意識

《結婚・出産退職を志向》

女性の就業については、結婚・出産により一旦退職するという考えの人が多く、こうした意識は女子の方が高かった。また、結婚・出産によって退職した後の再就職については、パートタイムやアルバイトといった非正規雇用での復帰が望ましいと考えていることが確認され、男女比較すると女子の方が高かった。こうした働き方を志向する傾向は、25年前に当たる昭和62年度に若年者に対して行った当センターの調査結果から変わっていない状況にあり、本県の課題となっている女性の就労が「Ｍ字カーブ」を描くこと、また再就職では非正規雇用となることの一つの要因となっているものと考える。
《生活・働き方の長期的な将来像が描けていない》

また、男女ともに、女性の就業のあり方に対して「どちらでもよい」と態度を保留する回答が多くみられた。これについては、状況に応じて働き方を柔軟に変えることができると積極的に受け止めることも考えられる。しかしながら、こうした態度は、特に女性の場合は、自分の働き方は「結婚相手」次第、あるいは「職場環境」次第というように周囲の状況に流される結果となりかねない。この状況は、自分の生き方の中に働くことをどのように位置づけたらよいかが明確になっていないことから生じている可能性がある。実際、今回の調査をみると、将来の生活について、先のことを考えていない人や近い将来の見通しに限られている人が多く、長期的な将来像を持っている人は少なかった。しかし、将来のことを見通して考えている人では、就業継続に肯定的な人の割合が高くなっており、また、将来つきたい職業がある人も、比較的就業継続に肯定的な人の割合が高くあらわれていた。こうしたことから、将来の自分の生き方、生活について真摯に考えることにより、望ましい働き方についても考えているという状況がうかがえた。
　(2) 高校生の意識に対する影響

《保護者の影響が大きい》

第３章及び第４章の結果を踏まえると、男女共同参画に関する意識や女性の就業に関する意識については、女子、男子とも保護者、特に女性の保護者の影響が強くあらわれている。保護者の男女共同参画意識だけではなく、子どものころの女性の保護者の働き方や家庭における家事分担の状況などの家庭環境が、高校生の男女共同参画や女性の就業に関する意識に影響を与えているものと考えられる。また、家族との会話の有無など、日頃の家族との関わり方も高校生の意識に影響を与えている状況が見受けられた。
《ロールモデルの存在も要因の一つ》

また、本調査結果から、ワーク・ライフ・バランスについてのロールモデルが周囲に存在していることも高校生の意識に影響を与える要因の一つと考えられる。ただし、現時点では、保護者が主にその役割を担っており、家族以外にロールモデルがいるという人は少ない状況にあった。そのため、特に女性の就業に関する影響を踏まえると、多様なロールモデルの存在が、女性の働き方の選択肢を広げることにつながることが想定される。
《男女共同参画に関する学習が一定の効果》

男女共同参画に関する学習が固定的な役割分担意識の解消に一定の効果があることが確認された。特に、その内容に対する理解度が影響を与えている可能性がうかがえることから、今後は学習内容をより理解しやすいものとしていくことが必要と考える。
また、「子どもが３歳くらいまでは、母親は育児に専念すべき」という意識では、若干異なる結果になっていることから、学習内容や学習方法について、よりきめ細かい対応が求められる。

《将来の生活設計の必要性》

本調査結果から、男女共同参画意識は、将来の進路や働き方を考える際の指標の一つとなっている状況がうかがえたことから、そうした進路を考える以前の段階から、早期の意識啓発を行うことが求められる。
さらに、将来について考えているかどうかが女性の働き方の選択に影響を与える可能性も見受けられたことから、進学や就職などの進路の選択を考える時期に合わせて、長期的な視点に立って自ら生き方を考え、働き方を位置づけていくという対応が有効であり、その過程で女性の働き方の選択肢に関する情報をさまざまな形で提供する必要があると思われる。
２　今後の政策展開の方向性

　最後に、本調査の結果から確認された内容を踏まえ、今後の政策展開の方向性を考えてみたい。
(1) 男女共同参画に関する学習の充実

前述のとおり、本調査から、男女共同参画に関する学習が男女共同参画意識の醸成に有効であることがうかがえた。
一方で、「女らしい振る舞い、男らしい振る舞い」といった固定的な性別意識は依然として残っている現状も確認された。こうした意識は、幼い時期からの様々な要因から培われると考えられることから、小学校や中学校において、子どもの発達段階に応じた男女共同参画に関する学習を繰り返し実施することが有効と考えられる。
男女共同参画に関する学習については、既に小・中・高等学校及び大学において実施しているが、本調査ではこうした学習について「受けたことがない」、「覚えていない」とする回答も多く見受けられた。そのため、青少年施設や公民館など学校以外の場を活用した学びの機会を地域において提供するなど、様々な機会を捉えて男女共同参画に関する学習を実施していく必要があると考えられる。

また、その内容についても、例えば小学生に対しては、「遊び」を通して学ぶことができるようなプログラムを提供するなどの工夫も必要と思われる。
(2) 長期的な視野に立ったキャリアビジョンを描くための情報提供

本調査結果をみると、調査対象の高校生は将来の自分の生活については、長期的な将来像を持っている人は少なく、その視野が目の前にある「今」や近い将来の見通しに限られている人が多いことがわかった。また、「希望する職業」について、「まだわからない」あるいは「考えたことがない」というように、将来の自分の生き方、生活の中で、「働かない」という選択も含めた「働き方」をどう位置づけるべきかまだわからないという状況にあるといえる。

一方で、将来の生活について考えている人や、将来つきたい職業が決まっている人は、女性の継続的な就業に対して肯定的な意識を持っている人の割合が高いことが確認された。

現状をみると、特に女性の場合、結婚や出産により、働き方を変更せざるを得ない状況となるなど、どのような働き方を選択するかは、将来の生活にわたって影響を及ぼすこととなっている。また、男性においても、ワーク・ライフ・バランスの観点から、将来設計にあたって、働き方を考えることは非常に重要なことである。そのため、高校生が就職か進学か、どんな専門分野に進むかといった進路を選択するに当たっては、将来にわたってどのような生き方、働き方をするかという「キャリアビジョン」を描くことが重要となってくる。

本調査結果において、女子・男子を問わず、女性の働き方に対して、結婚・出産により一旦退職し、非正規での雇用により再就職するという働き方を選択する人の割合が高いこと、また「子どもが３歳ぐらいまでは母親が育児に専念すべき」という母親の育児役割に対する意識が強いことなどを踏まえると、高校生がキャリアビジョンを描くにあたって、生き方・働き方に多様な選択肢を持つことができるよう、女性の就業に関わる様々な情報やワーク・ライフ・バランスに関する情報などを提供していくことが必要と思われる。
具体的な情報としては、現在の女性の就業を取り巻く法制度や雇用・賃金の実態や、男性を含めたワーク・ライフ・バランスの現状などが考えられる。こうした内容については、既にキャリア学習の一環として取り入れられているものであるが、就職や、進学における専門分野の選択など、生涯の転機となる大きな選択を控えた高校生に対して、より積極的に情報を提供することにより、自分の生き方・働き方の選択肢の幅を広げることが必要と考える。
なお、その際、就業の場において結婚・出産といったライフイベントにより直接的に影響を受ける女性と、そのパートナーとなる可能性のある男性では、必要となる情報内容が異なる可能性もある。そのため、そうした点にも留意したきめ細かい情報提供が求められる。
(3) 保護者に対する積極的な情報提供

男女共同参画に関する意識や女性の就業に関する意識については、女子、男子とも保護者の影響が強くあらわれていることが確認された。高校生への保護者の影響は、本調査において、男女共同参画に関する意識だけではなく、家族との会話の多寡が職業の選択に影響を与えるといった形でもあらわれていた。このことを踏まえると、進学や就職を控えた高校生の保護者に対して何らかの働きかけを行っていくことが、子供たちが生き方・働き方の選択肢の幅を広げるためにも必要と考えられる。

具体的には、(2)の高校生に対しての情報提供と同様に、保護者に対しても就業を取り巻く状況や、ワーク・ライフ・バランスの現状などについてあらためて情報提供することにより、子供たちが卒業後に直面する現状を再認識するとともに、保護者自身の男女共同参画に関する意識の変化にもつながるものと考える。
(4) 多様で身近なロールモデルの提供
本調査結果から、固定的な性別役割分担意識の改善や、女性の働き方の選択肢の幅を広げるためには、ロールモデルが周囲に存在していることが有効と考えられる。　

ただし現状では、保護者、特に女性の保護者が主にその役割を担っていることが確認された。身近なロールモデルとしての女性の保護者の存在はもちろん重要であるが、一方で、女性の保護者の意識や働き方だけから大きな影響を受けてしまう可能性もあり、将来にわたって固定化されてしまうおそれもある。

そのため、高校生にとってわかりやすく、また情報を得やすい形で多様で身近なロールモデルの情報を提供する必要がある。具体的には、職業選択の観点とともに、働き方やワーク・ライフ・バランスの状況にも焦点を当て、正規・非正規など多様な働き方をしているモデルから、結婚や出産などの転機にどのような選択をしたのか、などをより具体的に情報提供することにより、働き方の選択肢の幅を広げていくことが必要と考えられる。また、実際に様々な働き方をしている人たちから直接話を聞き、交流する機会を提供することも有効と思われる。
そしてその際、女性だけでなく男性のロールモデルの提供が必要であり、男性の働き方に注目し、家事・育児の分担の状況などについても情報提供していくことが重要である。
(5) 理工系分野への進学を促進するための方策
男女がともに自立して個性と能力を発揮し、政策・方針決定過程へ対等に参画するためには、様々な分野で女性が活躍する必要があるが、これらの観点から、本県では理工系の分野での女性の活躍を促進している。また、女性の働き方の選択肢を増やすという観点からも、これまで女性の参画が少ない分野での女性の活躍を支援することは重要といえる。

そこで、本調査においても、クロス集計などにより理工系を専門分野として選択する女子の状況を確認した。その結果、理工系を選択する女子は文系を選択する女子と比べて将来つきたい職業があると回答した人の割合が高く、実際に理工系を選択する人は希望する職業を見据えたうえで進路を選択していることがうかがえた。

こうした状況を踏まえると、女子学生の理工系分野への進学を促進するための方策として、卒業後の職業選択の道を提示するということが有効と思われる。具体的には、上記(4)のロールモデルの提供の一環として、理工系分野を卒業し、専門性を生かして様々な職業に就いた女性たちの情報を提供するということが考えられる。
また、ロールモデルの女性たちと高校生が実際に交流する場を設定することにより、卒業後の将来像を描けるよう支援することも有効と思われる。

以上、本調査では、若年者、特に進学・就職を控えた高校生の結婚、育児、仕事と家庭の両立等に係る男女共同参画に関する意識はどのようなものか、また、若年者の男女共同参画意識に影響を及ぼしている要因は何かを探るために意識調査を行った。その結果、男女の固定的な役割分担意識は弱い一方で、「子どもが３歳ぐらいまでは母親が育児に専念すべき」という母親の育児役割に対する意識が強いこともわかった。また、女性の就業については、結婚・出産により一旦退職するという考えが依然として強く、結婚・出産によって退職した後の再就職については、パートタイムやアルバイトといった非正規雇用での復帰が望ましいと考えていることや、生活・働き方への長期的な将来像が描けていない現状も明らかとなった。
こうした状況を踏まえると、今後、男女ともに進路選択や働き方の選択の場面で、様々な選択肢を持つことができるような支援をしていくことが必要と考える。
本調査報告書が、「女性と男性がともにあらゆる分野において、生き生きと個性や能力を発揮できる社会」の実現に向けて、今後行政施策を行う上での参考となれば幸いである。
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�  子どもは三歳頃まで母親自身の手元で育てないと、その子供に悪い影響があるという考えをいう。
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